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高齢者虐待防止に係る報酬改定(新設)

利用者の人権の擁護、虐待の防止等をより推進する観点から、虐待の発生又
はその再発を防止するための措置が講じられていない場合に、基本報酬を減
算する。

【対象】全サービス（居宅療養管理指導・特定福祉用具販売を除く）
※福祉用具貸与については、３年間の経過措置期間を設ける。

【単位数】
高齢者虐待防止措置未実施減算

所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算（新設）

【算定要件等】
・虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその
再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当
者を定めること）が講じられていない場合。

・令和6年度中に介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に虐待
防止に関する取り組み状況を追加する。

令和6年1月22日社会保障審議会介護保険給付分科会 報告資料



運営基準改正における虐待防止規定の創設
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令(令和３年厚生労働省令第９号)

趣旨

全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の 発生又はその再発を

防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。

改正の内容

１ 基本方針
入所者・利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従

業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない旨を規定。

２ 運営規程
運営規程に定めておかなければならない事項として、「虐待の防止のための措置に関する事項」

を追加。

３ 虐待の防止
虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じなければならない旨を規定。

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等の活用可能)を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること

② 虐待の防止のための指針を整備すること

③ 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること

④ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと

施行期日等

施行日：令和３年４月１日(令和６年３月31日に経過措置期間は終了し義務化)
※但し、指定居宅療養管理指導事業者については令和9年3月31日まで経過措置継続



＊指定訪問介護事業所の場合

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
(平成11年9月17日老企第25号)(抄) その１

３ 運営に関する基準
(１９)運営規程
⑤ 虐待の防止のための措置に関する事項(第７号)
(３１)の虐待の防止に係る、組織内の体制(責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等)や虐待又は虐待が疑われる事案(以
下「虐待等」という。)が発生した場合の対応方法等を指す内容であること(以下、他のサービス種類についても同趣旨。)。
(３１)虐待の防止
居宅基準第37条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的の一つである高齢者の 尊厳の
保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問介護事業者は虐待の防止のために必要な措置を
講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の 防止、高齢者
の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17 年法律第124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているとこ
ろであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置
を講じるものとする。
・虐待の未然防止
指定訪問介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第３条の
一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢
者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していること も重要である。
・虐待等の早期発見
指定訪問介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これ
らを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。
また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。
・虐待等への迅速かつ適切な対応
虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定訪問介護事業者は当該通報の手続が迅 速かつ適
切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。 以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早
期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。 なお、当該義
務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月31 日までの
間は、努力義務とされている。



＊指定訪問介護事業所の場合

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
(平成11年9月17日老企第25号)(抄) その２l

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会(第１号)
虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための

対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、
定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。
一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであることが想定されるため、その性質

上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。
なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。
また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その際、そこで得た結果(事業所にお
ける虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等)は、従業者に周知徹底を図る必要がある。
イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること
ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること
ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること
ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること
ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること
ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関すること
ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること



＊指定訪問介護事業所の場合

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
(平成11年9月17日老企第25号)(抄）その３

② 虐待の防止のための指針( 第２号)
指定訪問介護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修(第３号)
従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する
ものであるとともに、当該指定訪問介護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。職員教育を組織
的に徹底させていくためには、当該指定訪問介護事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修(年１回以
上)を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。
また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研修で差し支えない。

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者(第４号)
指定訪問介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の
担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。



身体的拘束等の適正化の推進について

香川県健康福祉部長寿社会対策課

在宅サービスグループ

令和６年３月



運営基準の規定(新設)

「指定居宅サービス等の事業所の人員、設備及び運営に関する基準」の一部改正

【内容】
・利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと。
・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。

【対象】訪問系サービス・通所系サービス
福祉用具貸与及び特定福祉用具販売
居宅介護支援・居宅療養管理指導 ※介護予防を含む

【その他】令和6年度中に介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に身体拘束等
の適正化に関する取組み状況を追加する。

【訪問介護の場合】

(指定訪問介護の具体的取り扱い方針)

第二十三条 訪問介護員等の行う指定訪問介護の方針は、次に掲げるところによるものとする。
一・二（略）

(新設)
三 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下 「身体的拘束等」という。）を行って
はならない。

四 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な
い理由を記録しなければならない。



身体拘束等行為禁止の目的

身体拘束は、人権擁護の観点から問題があるだけでなく、高齢者のQOL (生 活の
質)を根本から損なう危険性を有している。身体拘束によって、高齢者の身体機能は
低下し、寝たきりにつながるおそれがある。さらに、人間としての尊厳も侵され、と
きには死期を早めるケースも生じかねない。
それ故に、身体拘束の問題は高齢者ケアの基本的なあり方に関わるものであり、 関
係者が一致協力して身体拘束を廃止しようとする取り組みは、我が国の高齢者ケアの
転換を象徴する画期的なできごとであるといえよう。

（厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」2001引用）

・「緊急やむを得ない場合」の適正な手続きを経ていない身体的拘束等は、原則として高
齢者 虐待に該当する行為と考えられます。
・高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利を侵害される状態や、生命、健康、生活
が損 なわれるような状態に置かれることは許されるものではなく、仮に、高齢者や高齢
者の家族が 同意したとしても、身体的拘束等は原則として高齢者虐待に該当する行為
と考えられます。身 体拘束に該当する行為を判断する上でのポイントは、「高齢者本人
の行動の自由を制限しているかどうか」になります。

(厚生労働省 「高齢者虐待防止の基本」令和5年3月引用)



身体拘束等がもたらす多くの弊害

○身体的弊害
・関節の拘縮、筋力の低下といった身体機能の低下や圧迫部位の褥瘡の発生
などの外的弊害
・食欲の低下、心肺機能や感染症への抵抗力の低下などの内的弊害
・転倒や転落事故、窒息などの大事故を発生させる危険性
○精神的弊害
・本人は縛られる理由も分からず、生きる意欲を奪われる。
・不安、怒り、屈辱、あきらめなどの精神的苦痛、認知症の進行やせん妄の
頻発 ・家族に与える精神的苦痛、罪悪感や後悔
○社会的弊害
・看護・介護スタッフ自身の士気の低下を招くこと。また、介護保険施設等
に対する社会的な不信、偏見を引き起こすおそれがあること。
・身体拘束による高齢者の心身機能の低下は、その人のＱＯＬを低下させる
だけでな く、さらなる医療的処置を生じさせ、経済的にも影響をもたらす



身体拘束等禁止の対象となる具体的な行為(例) 

① 徘徊しないように車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。
② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。
③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。
④ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。
⑤ 点滴、経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむし
らないように、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。
⑥ 車椅子や椅子からずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Y 字型
抑制帯や腰ベルト、車椅子テーブルをつける。
⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるような椅子を使用する。
⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。
⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛
る。
⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。
⑪ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

（厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進会議」2001引用）



３つの要件をすべて満たすことが必要

「やむを得ない場合」であっても実施前に

「切迫性」「非代替性」「一時性」の３つの要件を全て満たす
状態であることを「身体拘束廃止委員会」等のチームで検討、
確認を行う事が必要です。

［切迫性］ 利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされている
可能性が著しく高いこと

※「切迫性」の判断を行う場合には、身体拘束を行うことにより本人の日常生活等に与える
悪影響を勘案し、それでもなお身体拘束を行うことが必要になる程度まで利用者本人等の
生命又は身体が危険にさらされる可能性が高いことを確認する必要がある。

［非代替性］身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がない

※「非代替性」の判断を行う場合には、いかなるときでも、まずは身体拘束を行わずに介護
するすべての方法の可能性を検討し、利用者本人等の生命又は身体を保護するという観点
から、他に代替手法が存在しないことを複数のスタッフで確認する必要がある。
また、拘束の方法自体も、本人の状態像等に応じて最も制限の少ない方法により行わなけ
ればならない。

［一時性］身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること

※「一時性」の判断を行う場合には、本人の状態像等に応じて必要とされる最も短い拘束時間
を想定する必要がある。



手続き面での慎重な取扱い

仮に３つの要件を満たす場合であっても、事業所全体の判断、利
用者本人や家族に対する説明・同意、拘束の解除に向けた検討を
行う事が必要です。

• 「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断は、担当のスタッフ個人
(または数名)や管理者だけでは行わず、事業所全体としての判断が行われるように、
あらかじめルールや手続きを定めておく。

• 利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、

期間等をできる限り詳細に説明し、十分な理解を得るよう努める。その際には、そ
の他の現場の責任者から説明を行うなど、説明手続きや説明者について事前に明文
化しておく。仮に、事前に身体拘束について事業所としての考え方を利用者や家族
に説明し、理解を得ている場合であっても、実際に身体拘束を行う時点で、必ず個
別に説明を行う。

• 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合についても、「緊急やむを得ない場合」が継続して

いるかどうかを常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった場合には直ちに解除する
こと。この場合には、実際に身体拘束を一時的に解除して状態を観察するなどの対応を
とることが重要である。



身体的拘束等に関する記録及び記録の整備

緊急やむを得ない場合に身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為
が行われている(行われていた) 場合、身体的拘束等にかかる記録及び記
録の保管が必要です。

【記録に残すべき内容】

• 緊急やむを得なかった理由

• 緊急やむを得ない場合に該当するかの検討を行った記録

• 利用者及び利用者家族に対する説明・同意の記録

• 身体拘束の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況の記録

• 身体拘束解除に向けた検討を行った記録 等

※身体拘束等に対する考え方等については厚労省「高齢者虐待防止の基本」(令和5年３月改
訂)、「身体拘束ゼロへの手引き」2001年3月を参照されたい。尚、令和5年度老人保健健康増
進等事業「介護施設・事業所等における身体拘束廃止・防止の取組推進に向けた調査研究」で
現在「手引き」を策定中。


